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 １２月１日、東京・銀座ブロッサム中央会館において全国農業委員会

会長代表者集会を開催し、下記事項について協議し決定しましたので、

その実現につき格段のご配慮を賜りたく要請いたします。 
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令和５年度農業関係予算の確保等に関する要請

農業委員会組織は、先の農業経営基盤強化促進法の改正により、地域の

目標地図である地域計画（人・農地プラン）の策定に向け、「農地利用の

最適化」をベースとした取組を積極的に推進していくことになります。農

業委員会組織は今年５月、その取組の一層の強化を図るため自らの運動方

針を定めるとともに、食料安全保障も含む「持続可能な農業・農村を創る

ための政策提案」を決議しました。

令和５年度農業関係予算の確保に関して当提案決議を実現する観点か

ら、また来年４月の改正農業経営基盤強化促進法施行にあたって下記事項

について要請いたします。この実現につき格段のご配慮とご尽力を賜りた

くお願い申し上げます。

記

１．食料安全保障の確立

（１）食料安全保障の確立のための予算確保

昨今のウクライナ情勢等に伴い世界の食料事情が急変する中、食料

安全保障の確立のために必要な農林水産関係予算を十分確保するこ

と。

（２）食料・農業・農村基本法の大胆な見直し検討

食料・農業・農村基本法の見直しにあたっては、予断を持たず広く

検討を行うこと。

（３）生産資材の安定供給対策の構築

肥料の原料調達の多角化を進めるとともに、生産資材の価格高騰の

緩和と安定供給のための恒久的な対策を講じること。

（４）輸入依存穀物の増産と備蓄水準の引き上げ

小麦や大豆、飼料作物等の輸入依存度の高い穀物の増産など品目転

換を強力に進めるための予算を確保することとあわせ、備蓄水準の見

直しを行うこと。
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（５）農地の確保と適正利用

農地の確保について、国の責務と関与の強化・明確化について検討

すること。

また、「効率的かつ安定的な農業経営」への農地集積に加え、「集

約」を位置づけること。あわせて新規就農者・新規参入企業・半農半

Ｘなど多様な経営体等による農地取得、営農型太陽光発電、遊休農地

の増加が見込まれる中、農地の効率的な利用に加え、農地の「適正利

用」を位置づけることを検討すること。

２．当面の農地政策への適切な対応

（１）改正農業経営基盤強化促進法等の円滑な施行

改正農業経営基盤強化促進法の円滑な施行のため、地域計画の策定

手続、農地中間管理事業の実施、農地の権利取得の許可要件の明確化

等の詳細な内容について早急に明らかにし、周知を図ること。

（２）国家戦略特区「法人農地取得事業」の全国展開と農地所有適格法人

の要件緩和等への慎重な対応

国家戦略特区「法人農地取得事業」の全国展開については、企業の

農業からの撤退、農地の転売等に対する懸念が生産現場に根深く存在

することから、断じて行わないこと。

また、農地所有適格法人の資金調達の円滑化の検討にあたっては、

出資者の投機的な資産運用に途を拓かないこととあわせ、農業関係者

の経営主宰権を維持し、地域農業との調和要件の確保等を堅持するこ

と。

３．農地政策の強化

（１）「地域計画」を推進する予算の確保

改正農業経営基盤強化促進法により法定化された「地域計画」が地

域に根差した計画となるよう、「農地中間管理機構事業」（概算要求

額58億円）並びに「機構集積支援事業」（同29億円）、「地域計画策定

推進緊急対策事業」（同24億円）等の関連予算の十分な確保に万全を

期すこと。
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（２）農業委員会と農業委員会ネットワーク機構の予算の確保

農業委員会と農業委員会ネットワーク機構に必要な予算である「農

地利用最適化交付金」（概算要求額51億円）、「機構集積支援事業」（前

掲）、「農業委員会交付金」（同47億円）及び「農業委員会ネットワー

ク機構負担金」（同５億円）の確保に万全を期すこと。

また、農業委員会が地域計画の策定において期待されている役割を

果たすことができるよう、都道府県農業委員会ネットワーク機構（農

業会議）が農業委員会に対して、地域の実情に応じた支援を伴走型で

行えるよう予算措置を講じること。

（３）地域の実態に即した農地基盤整備の促進

担い手が安定的かつ効率的に農業経営ができるよう農地耕作条件改

善事業を含む農地整備事業などの基盤整備予算を十分に確保するとと

もに、中山間地域など地域の実態に即した、きめ細やかな基盤整備事

業の推進を図ること。

（４）多様な農地利用を推進する予算の確保

地域の実情と特性に応じた多様な土地利用を推進するために放牧等

の農地保全の取組等を支援する「農山漁村振興交付金」（概算要求額1

38億円）の「最適土地利用総合対策」の予算を確保するとともに、農

地保全を推進するため補助率の引き上げを図ること。

４．経営・人材政策の強化

（１）農業経営の体質強化と競争力強化

担い手の農業経営の安定、米政策改革の着実な実施及び食料自給率

の向上に資するため、水田活用の直接支払交付金をはじめとする経営

所得安定対策等について十分な予算の確保を図ること。また、農業経

営のセーフティネットである収入保険制度・推進のための必要な予算

を確保すること。

あわせて、スマート農業技術の開発・普及や低コスト生産の促進、

輸出力強化など競争力強化の取組を推進すること。

（２）就農から経営発展までのサポート強化と経営継承の促進

農業就業人口の高齢化と減少が進む中、就農を希望する者など農業

を担う者が相談から就農、経営発展まで一貫してサポートを受けられ

るよう、「農業経営・就農支援体制整備推進事業」の予算を確保し、
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体制整備を強化すること。

あわせて、円滑な経営継承を促進するため、農地の受け手と出し手

の情報等のデータベース化の推進や、後継者による経営発展の取組を

支援する「経営継承・発展等支援事業」などの関係予算を確保するこ

と。

（３）農業現場における労働力確保の推進

農業現場における労働力不足の解消に向け、外国人材の受入れ体制

を整備する「外国人材受入総合支援事業」を含めた労働力確保の予算

を確保すること。

（４）「新規就農者育成総合対策」予算の確保について

新規就農の促進と定着を図るため、「新規就農者育成総合対策」（概

算要求額223億円）について、現場の実情とニーズにしっかり対応で

きるよう継続的かつ十分な予算を確保すること。

（５）みどりの食料システム戦略の推進

みどりの食料システム戦略の推進にあたって、技術開発・実証等に

必要な予算確保とともに、消費者の理解を醸成するなど農業者が主体

的に生産方法を転換する意欲がもてる環境を構築すること。

（６）水田活用の直接支払い交付金の見直しについて

今後５年間で一度も水稲作付けが行われない農地を水田活用の直接

支払交付金の交付対象外とする方針については、引き続き地域の実情

や課題を十分に把握したうえでその運用を図っていくとともに、生産

現場に対して丁寧に説明を行うこと。

また、影響が懸念される中山間地域においても農業者の所得が確保

され、再生産が可能となるよう地域政策も含めた対策を講じること。

５．農村政策等の強化

（１）条件不利地域での定住対策の構築

中山間地域を含む条件不利地域にあっては、耕作放棄地の増加に加

え、限界集落が出現するなど大きな社会問題となっている。

多様な担い手が営農を継続して定住することが、国土の保全、食料

安全保障上からも極めて重要であることから、「中山間地域等直接支

払制度」等条件不利地域対策の施策執行にあたっては、「地域振興法
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９法」の指定地域に限定することなく、制度の本来の趣旨に基づき広

く条件不利地域を対象とすること。

なお、新たな農地保全制度の検討や、デジタル技術を活用した課題

解決に努めること。

（２）鳥獣被害防止対策の強化

深刻化する鳥獣被害は、中山間地域の定住への影響が計り知れない。

このため野生鳥獣の侵入防止柵の設置等のハード対策や地域ぐるみの

多様な被害防止活動等のソフト対策とともにジビエ利活用の推進等、

総合的な鳥獣被害対策関連予算を拡充・強化すること。

（３）都市農業の振興

都市地域における持続的な農業経営の振興を図るため、都市農業経

営者の確保・育成を支援するとともに、都市農地の保全・継続を支援

するための予算を確保すること。

６．大規模自然災害への備えと復旧・復興対策等

（１）農村の防災・減災対策の強化等

大規模自然災害に対する備えとして、国土強靭化基本計画を踏まえ

農村地域における防災・減災対策の早急な整備強化を進めること。ま

た、被災後には、これまで以上に災害に強い施設整備での再建等、被

災農業者が意欲的に営農を再開できる総合的な支援を今後とも継続的

に実施すること。

（２）東日本大震災・原発事故からの再生に向けた支援の継続

東日本大震災・原発事故から10年以上が経過したが、未だ復興は道

半ばであるため、復興支援の継続とともに、現場ニーズに対応した復

興事業をさらに加速すること。また、未だ原発事故による日本産農林

水産物の輸入規制をしている国・地域に対し輸入規制の撤廃等を強く

求めていくこと。

（３）新型コロナウイルス対策等の万全な対応

新型コロナウイルス感染症の影響が長引いている農業者への継続的

な支援を行うこと。また、急な緊急事態宣言の発令等による影響緩和

のための柔軟かつ機動的な支援策を講じること。

-　　5　　-



（ 参 考 ）

「地域の農地を活かし、持続可能な農業・農村を創る全国運動」の
推進に関する申し合わせ

われわれ農業委員会組織は、「地域の農地を活かし、持続可能な農業・農村
を創る全国運動」に取り組み、地域農業の持続的な発展に向けまい進している。
第208回国会において農業経営基盤強化促進法等が改正され、地域農業の

未来設計図である「人・農地プラン」が「地域計画」として法定化された。農業委員
会は、目標地図の素案作成など、これまで以上に農地の集積・集約化を推進す
ることを位置付けられた。
一方、農業委員会の役割や活動が農業・農村の発展に貢献していることを社

会に広く認知させるため、農業委員会活動の「見える化」が強く求められている。
われわれ農業委員会組織はこうした要求に的確に応えながら、食料の生産基

盤である農地を次世代に引き継ぐため、以下の取り組みについて、ここに申し合
わせ決議する。

記

１．「見える化」を情報共有に繋げよう

（１）意欲的な活動と成果の目標を設定しよう
本年度策定した目標について、その必達を目指すとともに達成状況を検証
し、検証結果を踏まえ意欲的な令和５年度の目標を設定し、その実現に向けて
組織を挙げて取り組もう。

（２）日常的な活動を記録に残そう
農地の見守りや農家への声掛け等、農業委員と農地利用最適化推進委員の
日常的な取り組みを活動記録簿に記帳しよう。

（３）活動記録簿による情報共有を進めよう
地区の状況を農業委員会で共有するため、活動記録簿を使った情報共有に
取り組もう。

（４）農業委員会活動の公表を徹底しよう
活動状況等を適切に公表・情報発信することで、農業委員会活動への理解
を広めよう。
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２．「地域計画」による農地利用の最適化に全力で取り組もう

（１）「目標地図」の素案作りに取り組もう
① 目標地図の素案作成に向けて、現況図を作成・最新化しよう。
② タブレット等を活用し、担い手や農地所有者等の精度の高い意向を把握し

よう。
③ 担い手同士の意見交換の場等を設定し、農地集約の意向等を聞き取ろう。

（２）「地域計画」の策定に協力しよう
① 目標地図の素案を基に、市町村部局や関係機関と定期的に話し合うなど、

連携を強化し、遊休農地や所有者不明農地を含め地域の農地の有効利用
を図ろう。

② 地域の話し合いには、地域の代表者である農業委員と農地利用最適化推
進委員が積極的に参加しよう。

③ 「地域計画」への理解を広めるため、農家に対し、地域の将来の農地利用の
姿を積極的に提供しよう。

（３）農地中間管理機構との連携を強化しよう
① 農家負担ゼロの基盤整備や農地バンクの集積協力金を活用するため、地

域でまとまって農地中間管理事業を通じた農地の集積・集約化を進めよう。
② 農地中間管理事業の貸借を進めるため、農業委員と推進委員が率先して

農地中間管理機構を活用しよう。

３．農業委員会の体制強化に努めよう

（１）農業委員会サポートシステムを活用しよう
農業委員会サポートシステムのデータを適時適正に更新し、農地や農家の情
報を整備することにより、農業委員会業務のデジタル化を推進していこう。

（２）農地利用最適化交付金を活用しよう
令和４年度から、全ての農業委員会で農地利用最適化交付金の活用が可能と
なったことから、予算を活用できる環境（①市町村における予算枠の確保、②報
酬条例の整備、③農地利用最適化指針の策定、④農業委員会サポートシステム
の更新等）を整えよう。

（３）タブレットの有効活用に取り組もう
農地の出し手・受け手の意向把握のほか、農地パトロール（利用状況調査）等
でタブレットを有効に活用して、集計の簡素化・迅速化、調査精度の向上を進め
よう。
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（４）女性や若い農業者の委員登用を促進しよう
女性や若い農業者の委員登用に向け、市町村長や地域の理解を求める働き
かけを一層強化しよう。

（５）綱紀保持の取り組みを徹底しよう
農業委員会が担っている職務と責任を自覚し、法令に則り適正に農地制度を
運用するとともに、法令遵守と倫理観を高めるための研修を実施しよう。
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